
大分県次世代育成支援行動計画～おおいた子ども・子育て応援プラン～目標指標の進捗状況

指　　　　標 平成１５年度 平成１６年度 平成２１年度

親子が気軽に集い、交流や育児相談などができる「つど
いの広場」

４か所 ６か所 ３１か所

保育所の施設や機能を地域へ開放して行う「地域子育て
支援センター」

２５か所 ２７か所 ４７か所

住民が会員制で子育てを助け合う「ファミリー・サポート・
センター事業」実施市町村

６市町村 ６市町村 １２市町村

一時的に保育を必要とする子どもを預かる「一時保育」実
施保育所

６９か所 ９０か所 １２３か所

時間外も園児を園内で過ごさせる「預かり保育」実施幼稚
園

120園
（公立53、私立67）

127園
（公立58、私立69）

142園
（公立70、私立72）

児童養護施設や里親家庭で短期間子どもを預かる
「ショートステイ事業」実施市町村

１市町村 ２市町村 全市町村

病気回復期にある子どもを病院等で一時的に預かる乳幼
児健康支援一時預かり事業「病後児保育」実施施設

７か所 ７か所 １２か所

昼間保護者のいない家庭の小学生を預かる「放課後児童
クラブ」

１５２クラブ １６５クラブ ２２０クラブ

延長保育実施施設 １３０か所 １３０か所 １８４か所

休日保育実施施設 １４か所 １６か所 ２８か所

一時保育や地域子育て支援センターなどの機能を併せ持
つ「多機能保育所」

５７か所 ６０か所 ７９か所

乳児保育を実施する保育所の割合 ９５．８％ ９５．８％ １００．０％

ホームページ「大分県次世代育成支援のページ」アクセス
件数

－ １２，５８２件 ５０，０００件

小学校における不登校児童の出現率 ０．３０％ ０．３２％ ０．２４％

中学校における不登校児童の出現率 ２．５５％ ２．４８％ ２．２５％

児童養護施設等における「小規模グループケア」実施箇
所

０か所 ５か所 ９か所

児童養護施設等で被虐待児などに個別の対応を行う「個
別対応職員」

４人 １０人 １２人

児童養護施設等で子どもの家庭復帰のための支援を行う
「家庭支援専門相談員」

１人 １０人 １１人

家庭的な雰囲気で要保護児童への支援を行う「里親」登
録数

５２組 ５６組 １４６組

被虐待児など特に家庭における養育が必要な子どもを受
け入れる「専門里親」登録数

２人 ４人 １０人
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大分県次世代育成支援行動計画～おおいた子ども・子育て応援プラン～目標指標の進捗状況

指　　　　標 平成１５年度 平成１６年度 平成２１年度

子どもに関する相談や関係機関との調整、緊急保護など
を行う「児童家庭支援センター」

１か所 １か所 ２か所

児童養護施設等を退所後の子どもの生活指導、就労支
援等を行う「自立援助ホーム」

０か所 ０か所 ２か所

障害のある子どもへの「特別支援教育」に関する教諭免
許の取得率（小・中学部）

９０．９％ ８８．８％ ９５．０％

障害のある子どもへの「特別支援教育」に関する教諭免
許の取得率（高等部）

３１．６％ ３０．７％ ６０．０％

乳児死亡率（年間出生数千人当たりの０歳児の死亡数） ３．０ ２．９ 低下

保育士や心理職員が育児指導・相談を行う「育児支援に
重点を置いた乳幼児健診」実施市町村の割合

１２．１％ ２８．６％ ５０．０％

１０歳代の人工妊娠中絶件数 ４９９件 ４３４件 減少

授業内容を理解できていると感じている児童生徒の割合
（小５）

７０．４％ ７０．４％ ７５．０％

授業内容を理解できていると感じている児童生徒の割合
（中２）

４７．８％ ４９．２％ ６５．０％

道徳実施時間数が標準時間（年間３５時間）に達する市
町村の割合

３７．９％ ５２．０％ １００．０％

中学生の文化部活動参加率 １０．２％ １０．３％ １１．４％

高校生の文化部活動参加率 １７．２％ １８．７％ １８．４％

体力・運動能力調査で県平均が全国平均と同程度か上
回る種目の達成率

２８．１％ ２６．％ ３７．０％

「市町村幼児教育推進プラン」策定市町村 １０市町村 １０市町村 全市町村

「幼小連携の地域連絡会」の実施小学校区 ０校区 ０校区 １００校区

育児休業制度導入企業の割合 ６８．４％ ６８．７％ ７５．０％

妊娠、出産等により退職した労働者に対する「再雇用制
度」の普及率

１４．４％ １７．８％ ２０．０％

県外からのＵＪＩターン希望者相談件数 ６８６件 ６５３件 ８７３件

「ジョブカフェおおいた」における新規求職者就職率 － ２５．５％ ３０．０％

通学指定道路における歩道等整備率（市町村道を除く） ４８．８％ ５０．６％
５５．０％
（19年度）

（注）「担当課名」中、（教）のついたものは教育庁、（警）の付いたものは警察本部、それ以外は知事部局の課であること
を表しています。
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